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第1章 評価差額の認識に関する文献整理(1)：会計規制の変遷(〜2000 年まで) 
 第 1 章では，評価差額の認識及び「実現」に関する米国の文献を渉猟することにより、
４つの時代区分のもと、会計規制の変遷が明らかにされている。 
 ① 会計規制の揺籃期（1913〜1940 年） 
 1920 年代にはまだ会計規制がなく，会計上「実現」という言葉が公式に用いられるよう
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② 「実現」規準の最盛期（1940～1960 年） 





訂版では，企業の純利益（enterprise net income）と株主にとっての純利益（net income to 
shareholders）という 2 つの income が示されていたことも留意すべきである。 






























第 2 章：評価差額の認識に関する文献整理(2)：収益認識プロジェクト 











第 3 章：「実現」の起原と背景 




 ①について，Fabricant(1936)やの FTC レポート（1935）によれば，当時，企業内部の
役員等による資産の恣意的な再評価がかなりの規模で行われていた。そこで，SEC は行政
手続きを通じて 1940 年代までに実質的に評価益の計上を禁止している。ここから，固定資



























































































































































































































































































 次いで，業種別の会計処理についてである。本論文では 1930 年代の米国の会計実務の一
端を，FTC レポート等の文献から描き出しているが、この作業により、電力及びガス業界
では，評価差額が認識され，それが資本剰余金として処理される例が多いことが明らかに
なった。このことから、業種別の会計処理の実態やその金額の多寡についても検討が望ま
れる。 
最後に、評価差額を「純利益」ではなく「その他の包括利益」に計上する項目として，
日本では，その他有価証券評価差額金，米国では債券のうちの売却可能証券に生じた評価
差額があげられる。これについては第 8 章で論じているが，その他の項目，例えば，繰延
ヘッジ損益，為替換算調整勘定，退職給付に係る調整額等は取り上げられていない。特に，
棚卸資産，固定資産，有価証券といった資産側に限らず，負債側の評価差額の認識及びそ
の評価差額の性質の検討を行うことが望まれる。 
以上のように、課題をいくつか残しているものの、これらはいずれも今後の研究の進展
により解決すべきものと判断される。本論文の評価は前述のとおりだが、特に，一部の評
価差額を「純利益」として計上するルールの問題として，“利益の先取り”と“複製”とい
う問題を指摘した点は本論文の貢献であり、博士論文としての完成度は十分に満たされて
いる。これらを踏まえ本論文が博士論文に値する水準の研究成果と判断する。 
